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へクシャー・オリーン・サミニエ :X.Jレソン定理に代表さ

れる上うな新古典派的貿易理論では匝際［HJの生産要素の

移動がないものと仮定されていたが，現実には逆に国鍔

1/¥JTJ資源の移動が新しU、貿易パターンを生み出してくる

泌を長がみられる。国際要素移動の）J五回とその効果を経営

知識・技術資源・物的資本の一体化したものとしての直

接投資を取りあげて分析しているのはジョンソン〔6〕

である。ジョンソンはヴィクセlレ・レクチヤ－ (H. G. 

Johnson, Comparative cost and Commercial policy 

theory for a developing world economy (Wicksell 

Lecture 1968), Stockholm 1968.）の中で展開した資本理

論的アプロ一千を用いて議論をすすめている。直接投資

を行なうような国際企業は技術・経営に関する知識にお
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I九 McDougall& R. H. Snape (eds.), Studies \~ 

in International Econo川 ics,¥-IぞmashConference )~ 
Papc,rs, North-Holland Pul》lishin日 Company,j 

Amsterdam, London, 1970, 270 p. j 

本だな1969年9月にオーストラリアのそナッシュ大学

fl'./i'}:]'ff；が主催した国際伝法学iこ関すらi可際会議への提

/I；論どを取りまとめたものワある作イギリスからH・G・

ヨJ ゾン， W・M・コーデンなどしり｛；）;iiを得て凋かれた

二ヅ111;11筏会議は激しく動さつつあるid隠れ済関係を追ヤ

ながら変容しつつある1960年代の国際経済学のサーぺイ

であると同時に多くの新しい試みを含んだ有益な舎であ

るといえる。国際貿易論法ヘクシヤ｝，オリーンにより

提唱されサミュエルソンにより定式化された比較優位理

論を中心として展開してきたが，ぞれの示唆する貿易パ

ターンないしは国際分業ノfケーンがほ主から離れていっ

てしまうように見られてき 1三η このi:zlfJJどして現実の貿

鳥ノミノJーンを説明しうるようにねしい！WJ命的試みがなさ

れて主て代表的需要の理；九州あり経；ir,,1ふ技術ギャッ

ブ論，プロダクトートレイドサイケノL品，資本理論的ア

プローチなどが提示されており，何らかの形でそれらの

諸理論を総合していこうとずるのが現在の段階であると

みることができる。別の見方をすれば，静学的な性格を

もっ国際貿易理論を動学化しようとする動きとして把え

アJ 二ともできょう。理論の動学化：tijiに氏本・労働等の

苔笥を取り入れたモデル（たとえば’j-cぷ鬼木論文， H.

L・zawa& H. Oniki；“ Patterns of Trade and Invest-

ment in a Dynamic l¥forlel of lnternalional Trade，＇’ 

Review of Ecoo，抑止 Studies,1 %5）を求めるとし、うの

ではなく，技術進歩の内生化，異時間消費選択理論からの

海外投資理論の位置づけなど， i：接投資，国際企業活動，

技術進歩などの現実の経済の動きを説明しようとする努

力である。こうした事情を反映してこの論文集の取り扱

円問題は多岐にわたっているので，竺とで目次によって

内容合概録することとして，上ド述へ三上うな視点よ担

志干の論文についてより h洋しくぶ介することとする。
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いて他企業より優れてしる。この優位性は特殊要素の存

在という形ではなくそれら知識の生縫に費用を投下する

給巣であるから一種の資本とみなすことができる。この

ような企業は投資先において見掛け！ーより高ャ資本利潤

；士（｝.~ことになる。こ·， I〆七：，.!,, L、， 11¥j妻投資奇1rn艮が

Hi,11 

it'U志校；王制限政策が適切／γt(7、／｝、どパl.•＞吟味するず1が

二J) 11命主の日的である。 p'tJtJ'h'fiijl;1:t~h：.号入国iこ土って

経済的な利益となるのは貿易に先lナる段i道関税に対応す

る最適資本課税の場合だけであることはすでにマケドー

ガノレ， ケンブ＼ ジョーンズ（G白 D. A. McDougall, 

“The benefits and costs of private investment from 

abroad : A theoretical approach，＇’ Economic Record, 

!¥larch 1960. M. C. Kemp, '・ The山 insfrom interna-

tinnal trade and investment .¥ r1eo-l leckscher-Ohlin 

appro日ch，” AmericanE，οl(Oll!ic Ne,·ie,,•, Sep. 1966. 

R. W. Jones，“International capital movement and 

the theory of tariffs and tr山 le, Quarterly Journal 

of Economics, Feb. 1967）などによって明らかにされて

u、る。

したがってもし制限が許容されるとすれば，それは非

経済的目的が政策目的である場合と，経済的にはセカン

・＼ストの議論とになる t/iJちの純日ふこ｛川、るものとし

ごは同防，ナショナリズムi［どが1s；－ しれる。国防的な理

由うaじの直接投資制限は＼11,il・t'i:Wiし＇） 1・1 L'.開発の費用tこ

Jtl攻して国防上の不利益は限，, ~ c,': t ,, Jくあるから日的

一手段との関係からしてもh之i盗（f,)1,（／／てはないとジョン

ソンは考えている。ナショナリズムについてはそれが公

共財とみなしうるならば投資制限は合目的手段と考えら

れる。経済的なセカンド・ベストの議論としては外国企

業が国内の産業育成を阻害する，あるいは外国企業が独

r1i (f'.J千，J益を偽る，また外lr:J{]';i訪t、日空込11、主済にとっての

:n作品を生産するなどの141DJによ五）（1芯i史資制限iこ対し

てちえられる。幼稚産業のI'llぶことっ二外国企業はむし

λ先進的知識を公共財として/JVj－する 1,のであるから，

特訟などを買い入れることにより月内企長の自由な伎烈

を促進することが最適政策である。また独占の脅威は国

内に独禁法を完全施行することが最適政策であって直接

投資制限は外国企業の与える外部経済の享受を制限する

ことになる。このようなジョンソンの分析は政治的発言

としてでてくる直接投資制限政策は令目的的に長適手段

ではたいと結論づけていることになるn ；任済学的分析を

二J）工うにすることで実tt，議論の混乱合格湿しているわ

一一一一一一一一一番 評

けで結論を受け入れるかどうかは別として現実問題の分

析か法としてジョンソシのこの論文はわれわれに多くの

ものを与えてくれる（なお， この論文はキンドノレパーガ

ー縦「多間籍企業ーーその理論ル行if~J－』〈藤原武平

1・fillll布IJI,,;!{, !l二本件産性木郊；wよく ，口、る ，；（，，；文［自主

17／企y・ 川 ：＇.／；似三J亨ヨミj；こま？ごr-1事！［ I，’＇J:1 ;'_ t. i, ') ＇；ある）。

;/ 'I ;_. ，ノ L〆（｝）論文で玖策論の11-l姶，

＂摂；lto＞ぷiii~i 企効学的枠組の中で J］十IT LてL、と；） 0）カ：ピツチ

ブオ一ド［11〕の諭文である。現殺から将来にわたる消費

から得られる効用の和を最大化するような資本蓄積経路

を求めて，その中での外国直接投資の動きを求めている。

そこから社会的時間選好率が外国投資を可能とする一定

の利潤率よりも低いとすると，資本受入国にとっての最

適JFl,e；誌はでき ζ，かぎり多くの資本を片山「人；／LC資本課税

すふ三とであふという結論を引き出して，，、ζ＇C

上／こウコツ／〔13〕はブィ、ソシ 1一流の資本理論的アプ

ド」 γをJij、以がら最適資本課悦のfll!,)(,iiを7しげじして以i

.,Ji I. ( L、山一 ：の接近方法を用いることはタ1-iーは資本の受

入れなどを一企業ないしは 4 個人の主主時点消費選択の問

題と考えることであるから一国を個人と同一に考えれば

このミク口的分析手法を適用することが可能であるのこ

の手法によりウェッブは今まで理論的には明確にされて

かれか，P直接投資と証券取得日ぜベブつ円資本の流れ

びノ 1,1.jj:Jt!'.ll)Ji和こしているし，さんにけ i'l'.'1氏 fi~万j決定論の
rjtに危険々呼人することも，可能でふと，ことを＞J＇してい

危険.1；確実性を貿易論の，1，に,BLみ人jLご，共待関

口弘l'i!,i，；，，とすふ試みはレイン〔8.!i二上っと｛.~A、みられて

いる。

これら四つの論文にみられる共通した点は現在の世界

経済の主嬰問題である直接投資問題をどのように理解し

たらよいかを理論的に明らかとしたことであるが，ジョ

ンソンは外国資本を単に物的資本だけではなく技術・経

'/{JII識などの仮越性による高利潤の依保の可能悼を求め

て｛iifi)Jするシステムであると考える点におし、て単に手I］／間

較i亡のYfl'I：を1)fJ提としての資本移動を考える｛也の論者と

は卵、trっ／二見むをしていると考えら;/L.，またより現実妥

、＇'d'l：のある議論であると考えられる。

班

海外直接投資は生産要素の国際間の非移動性を前提と

した貿易理論の貿易パターン決定論の修正をしいるもの

であるが，最近でも他iこ多くの議論が鮭起されてL、る。

クルーベノレ〔3〕はそれらの内から同 商品分類に含まれ
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てかる商品が附一国から輸出入されているという点に着 しての資オ4家を同】川主ftに体現させることが仮説として

目してそilをci見明する理；品，，) -1/- ぺイ土そV））乎11:～i丞済学 P主＇＇H'1：をもつか－戸？か，さら｝こは二う LF七効果泊‘；永〆，＇

的意i来t-1:I＂，よ L、る。通－，｝；木》iこlf'.J分業とi呼LUtごL、るこ i. ，，，’Jう‘ 1，，司i浪り（／） i, （／）品、なと、疑11¥J/_i_

の種のrn』、 ＇I』－ンit伝ぷiι（t＇に基1主、賦存比F卒I宅“r(,,),m模の

経済性，商，＼，＇，の，＼／，質差理論（リ：〆夕刊ーの代炎的議蔑理論）， IV 

商品のぷリIHI:::瑚論，技術ギγッツV命などによ。て説明し

行るも （／＇ ,--/., ／＿， 、これはソ）cl: t －（＇／士静ザ i'i'.J:,: J'f',fi誌にと

ど主っ？！ 十、＼将来の竿｛易，＼＇ .＇；ーンの動，＼ ！，－みYため

の予/J!IF可能性をもたないので動学化を試みている。貿易

パターンは獲事長賦存率の変化，関税を含む財の輸送費の

変化，財の生産技術・生産コストの変化などによって生じ

るので｛ち7乙カi このうち:'j"¥:1詳のものはパ一円、ハフ

パウアーん日’よって提i!/',~; ；！している貿易サイ '7＿－レ論と

してク Yレーベルは把えている。産業内貿易の利益は規模

の経済・商品怒りlj化などによって生じている独占による

不利益が九’レする場合 Cl11J-1Tfl,1n，分類に属すらν，－，；ある

から代官十t¥:,;rt:, 、ので）にたゴーする。厚生のうよli!；土この

ようにll-Jl11il1必の独市をn泌がより競争的iζ 十4↓とか

「》生じるとャう下1典派的仮定を新しい場で明確にしたに

すぎない快主た貿易サイケル諭の中に先にのべた新しい

理論をおlゴム／.>1ようとの↓1ょんす＿， Lだ不十分に IHiなわ

れてい穴、寸 これはこれ／：、んし＇）問題であんソ r

圏内における競争が弱L、がために生じている経済的不

利益を貿易が解消しうるかについてはコーデンLI〕が日lj

0視角Zゐ .' ;J J:iiしてレる VなJ、ち，関税i己！日！日口論のサ－
J、イで＼， ! J ー（R.Lip刈 l，“ Thetheory of customs 

union: ,¥ 日リ日じralsurvじy," f•:Co11omic Journal, Sep_ 

1960）の指摘した「強制された効率」の上昇について，

すなわち輸入競争産業が関税保識を取り除かれる結呆，

より強L、競争にさらされ、れ企業がより効：！，どriliめるた

めに努力す一ωように強制汁Lるγあろうとし、ソJ:i.lj取り

上げて議論している。コーデンはこれは部分的接近であ

って，輸入競争産業がこうした効果を受けているとすれ

ば，輸出政治も同様の力にζ り，よ P非効率的方法の採

用へと1,,1かうじあろうとし、うとl'Jl，をしてU、るつ／ことえば

イギリスのECへの加盟がイギリス企業の3読／＇ギを i白iめる

かどうかということになるとマグロ的には新たな仮説を

加えることなしには一義的結論に至ることはできないで

あろう。こうし たコーデンの議論は企業家が所得・余椴

選好場tこおu、ての動きが貿易山由化という保護の撤廃tこ

より変化するよとに立脚しているのであるが，この論文

へのコメントの中でジョンソン，バリッシュが指摘して

いるように機能としての経営者と資本利得を受ける者と

102 

iJUiiJ発困問題lこっ L 、て貿易論の立場から種々の提~；－(c-

Iiぶっているションソンはこの論文集においてもflit/こ

出拡をしている。かれはその論文〔 f,jで最近の経済学の

新しい分野として開拓されつつある教育の経済学， R&D

論，財政学における公共財などの概念をたくみに用いな

がんIB際貿易論の古い［渇題である幼干m産業保護論に新し

L、た合あててb、るn Jヨンソンt主新産業に保護が必要な

のはそのiW業の成長には知識の生産が伴っており，知識

が公l七財的性格を有ナる場合にはその産業が私的利潤動

機かムは社会的に最適な水準にまで育成されることはな

いじであるとしている。知識とは主として経営的な技

術i－ラ新技術の定長｛じなどより構1＆，＼れており，このた

めに生産開始後数年間はこの知識生産のための費用が上

積されているので国際競争がなく園内産業として脊たな

-(/) －，，闘の何ら均‘の主Ii償でこの費用を負担することが・t
,,ii-" ;J lるのである、｛むの場合iこはジョンソンは幼稚産業

11＇.＂霊前とは考えられないとしている。たとえば，労働者が

；未熟なために起こる費用高は労働者の訓練費用であるか

ら個人金融市場が確立していれば労働者の負担によって

そcf）究用差を埋めることが可能であり，それが最適のら

ム叶勺る。先手動的外部経済tこつヤ亡も企業の契約に主す

て111生化が可能であるとジョンメンはみている。、ニのよ

うに幼稚産業保護論を狭義に解することについてはスネ

イツ。もそのコメントの中で批判している。すなわち，時間

川Ci必によって貸別減少が可能でゐcjPi'－：業はすべご幼十H

注菜であると見なしとよいのではない治‘と述べ，これカ‘

ジョンソンの1965年の論文（“Optimaltrade intervension 

in the presence of domestic distortions，＇’ in R. E. 

Cav出 etal. (eds.) Trade, growth and the balance 

of payments, North 1Iolland, 1965）の立場であったこ

とを示している。これは語義の問題であるから，どちら

と考えてもよいであろうが，ジ冨ンソンの主旨は新産業

の費用減少の理由を明らかにすることがそれに対する政

策を探求するために必要であり，幼稚産業が知識獲得に

長用を要することがその原因であるとすれば公共財とし

ての知識の生産バの補助金政策が最適政策となることを

述べていることにある。なお知識という財の経済的性格

についてはコ｝ドンがこのジョンソン論文へのコメント
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二＝＝二二二 三二二二二二ニーニ二二二二一一一一一一一一二票 評 一一

'' lljl「可、 L-: , , ＂.，夫（ p.79）が ff，•，；：；に (i 1i:i.とあ／い はでん r pご経済乍の（；－理i'tJ分析は問題をllJjるみにU＇，すこ

とだけである勺またスネイア。〔12〕は先物市j易と将来iliW1

¥ ）の！ζ81];＇；了導入しそれを為啓市均に応用してし、る η

-,fl他阿／川T）；命でどが収録 _'s:Jtて守、ふ乃、C,t；のおのに ＇）

二，，；論丈＊＇上 IC、りえよこよう t;c，むl¥j；で新しし分Vi－＇の

~f）ドji.;,-},_,f「ぐおじ ＂九九点二多く命士れてお ηノ「iをさムに追求されねばなんな

ゲ 1（レ T二d ど寸－ ＇／ノの論文 r4 J；士役；；奇！場E世t平論が：t
l /:f;'i;開発.it［同vJ発11切［！論，政策論の関係に J 丸、℃

I) f :i ＇［：＿，バ＇~奈川 IH:'Nでは1冬＂i L なL、ことか・J'I. : ,, '-'. 
けえ（-fヲ革主流学（101Hirをふど】li',l',t:Li二J1j!論としてJ巴えて

・/ /( / , t, JI引＇.（’退Jff（／）「；&Jtri;t ・ど ＇＇.｝， ノたf！.＼二：／）灯｛， iこk：，そ内［！、l m；、i!J-tc，，りとれくここ C，；｝；；み人jした上うにfl.Ji';)-!ii に~｛
グ）Jt(Ji''r MろIt::+;，』アl i一
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